
目黒区教育委員会パブリックコメント手続要綱

平成 21年 3月 23日付け目教企第 6984 号決定

（目的）

第１条 この要綱は、目黒区教育委員会（以下「教育委員会」という。）のパブリック

コメント手続に関し必要な事項を定め、政策の策定等を行う過程において、区民から

の意見を求める機会を設けることにより、区民の教育行政への参加を促進するととも

に、教育行政運営の公正の確保と透明性の向上を図り、もって開かれた教育行政の推

進に資することを目的とする。

（用語の定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。

(1) 区民 区の区域内（以下「区内」という。）に住所を有する者、区内で勤務し、

又は学ぶ者及び区内において事業活動その他の活動を行う者又は団体をいう。

(2) 政策の策定等 次に掲げるものをいう。

ア 教育委員会の基本的な方針及び計画の策定及び重要な改定

イ 次に掲げる事項に関する条例の制定、廃止及び重要な改正に向けた基本的な考

え方の策定

（ｱ）教育委員会の基本的な方針を定めるもの

（ｲ）区民生活及び事業活動に広く影響を及ぼすもの

（ｳ）区民の権利を制限し、又は区民に義務を課すもの

ウ アからイまでに掲げるものに準ずるものとして、教育委員会が特に必要である

と認めるもの

(3) パブリックコメント手続 政策の策定等を行う場合において、事前に当該政策

の策定等の案（以下「策定等の案」という。）を公表し、区民から寄せられた意見

に対する教育委員会の考え方を公表する一連の手続をいう。

（パブリックコメント手続の実施）

第３条 教育委員会は、政策の策定等を行うときは、当該政策等の案をあらかじめ公表

し、パブリックコメント手続を実施するものとする。

２ 教育委員会は、前項の規定による公表を行うときは、意見の提出先、意見提出期間

その他の意見提出に係る必要事項を明示しなければならない。



（適用除外）

第４条 政策の策定等が次の各号のいずれかに該当する場合は、この要綱によるパブリ

ックコメント手続の規定を適用しない。ただし、教育委員会が第１条の目的に照らし

パブリックコメント手続を実施する必要があると認めるときは、この限りでない。

(1) 使用料の徴収に関するものの制定、廃止又は改正に係る場合

(2) 法令等にパブリックコメント手続に準じた手続の定めがある場合

(3) 地方自治法第１３８条の４第３項に規定する附属機関その他これに準ずるもの

が、この要綱に定める手続に準ずる手続を経て報告、答申等を行い、これを受け

て実施機関が政策の策定等を行う場合

(4) 根拠となる法令の改正に伴い、規定の整備を行う場合

（5） 緊急を要すると認められる場合

（政策等の案の公表）

第５条 政策等の案の公表は、区報及び区のホームページへの掲載並びに教育委員会が

指定する場所での閲覧その他適切な方法により行うものとする。

２ 前項の規定により公表する案が相当量に及ぶ場合は、その概要を公表し、公表すべ

き内容全体については、これを知り得る方法を公表することをもって代えることがで

きる。

（意見提出期間）

第６条 意見の提出期間は、政策等の案の公表の日から起算して３０日以上の期間を確

保しなくてはならない。

２ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない理由により意見の提出期間として３０日以

上の期間の確保ができないときは、その理由を明示して３０日未満の期間を定めるこ

とができる。

（意見の提出）

第７条 政策等の案に対する意見の提出は、次に掲げる方法によるものとする。

(1) 教育委員会が指定する場所への持参

(2) 郵便

(3) ファクシミリ

(4) 電子メール

(5) その他教育委員会が定める方法

２ 意見を提出しようとする区民は、次に掲げる事項を明示するものとする。

(1) 個人にあっては、氏名及び第２条第1号に掲げる者に該当する事実に係る事項

(2) 団体にあっては、名称、所在地及び代表者氏名

（意見の考慮等）



第８条 教育委員会は、政策等の案の決定に当たっては、第６条に規定する期間内に提

出された区民からの意見を考慮しなければならない。

（結果の公表）

第９条 教育委員会は、政策の策定等に当たり、パブリックコメント手続を行ったとき

は、提出された意見の概要（提出された意見等がない場合は、その旨）及び提出され

た意見に対する教育委員会の考え方（政策等の案を修正した場合は、その修正内容を

含む。）について、速やかに公表しなければならない。

２ 第５条の規定は、前項の規定による公表について準用する。

（意見の取扱い及び個人情報の保護）

第１０条 教育委員会は、前条第１項の規定にかかわらず、意見を公表することが第三

者の正当な権利又は利益を侵害するおそれがあると認めるときは、当該意見の全部又

は一部を公表しないことができる。

２ 教育委員会は、第７条第２項の規定により意見の提出者に明示させた住所、氏名そ

の他の個人情報を目黒区個人情報保護条例（平成６３年目黒区条例第１６号）の規定

に基づき、適正に管理しなければならない。

付 則

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。


